
   
 1 

Ⅰ．三重県の公有財産（出資による権利を除く）の管理及び平成 15 年度の取得並

びに処分に係る事務執行手続について 
 

第 1  外部監査の概要 

１．外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項及び第 2 項に基づく包括外部監査 

２．選定した特定の事件（テーマ） 

（１）外部監査の対象 

三重県の公有財産（出資による権利を除く）の管理及び平成 15 年度の取得並びに

処分に係る事務執行手続について 

（２）外部監査対象期間 

平成 15 年 4 月 1 日から平成 16 年 3 月 31 日まで 

（但し、必要に応じて過年度に遡り、また平成 16 年度予算額も参考とする。）  

３．特定の事件（テーマ）を選定した理由 

バブル崩壊後の景気の低迷を受けて三重県の税収はここ数年大幅減となる一方、公

債費、人件費等の義務的経費は高水準で推移している現状において、三重県の財政は

逼迫している。他方、三重県は有形・無形を問わず多岐にわたる財産を有しており、

これらは県民への公共サービスの提供に資するために取得し、活用されるべきもので

あるが、現状の開示資料だけでは県民がこれら公有財産が有効に利用されているかど

うかの実態を知ることは困難であると思われる。また、公有財産の中には未利用のも

のや、価値の下落したものが存在していると考えられ、これらの公有財産の存在は、

県民へのサービスの低下を招く等、将来的には県財政を圧迫し、県民の負担を強いる

要因となるものである。このような状況に鑑み、公有財産の管理及び取得並びに処分

に係る事務執行手続について検討することは有用であると認めた。 

４．実施した主な監査手続 

  ① 土地及び建物については、所管部局へのアンケート調査、チェックリストによる検

討、関係資料の検討、現場視察及び各担当部局へのヒアリング等を実施し、詳細な調

査を行った。 

  ② 有価証券については、実査、管理台帳の閲覧、関係資料の検討及び各担当部局への

ヒアリング等を実施し、詳細な調査を行った。 

  ③ その他の公有財産については、関係資料の検討及び担当部局へのヒアリング等を実

施し、詳細な調査を行った。 

5．外部監査の実施期間 

平成 16 年 7 月 9 日から平成 17 年 1 月 31 日まで 
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第２ 公有財産に係る問題点の総括 

（１）過年度包括外部監査及び監査委員監査の結果に対する対応について 

未利用土地については、平成 12 年度包括外部監査及び監査委員による定期監査で早

期に処分すべき等の指摘を受けている。その指摘事項の対応について検討したところ、

一部で担当者が交代し現任の担当者が指摘事項を把握していない、或いは定期監査結果

に対し、毎年同様の回答（例：早期処分に努める）が行われている事例が発見された。

包括外部監査制度や監査委員監査制度の意義を十分に認識し、対応を早急に改めるべき

である。【指摘】 

（２）実質的に用途の終了した行政財産について 

行政財産はその用途を廃止すれば、普通財産に振り替えられ、原則総務局管財室長に

引き継がれ、総務局管財室で一元的に管理される。しかしながら実質的にその用途が終

了したと思われる行政財産を、担当室等でそのまま保有し続ける場合がある。これは、

行政財産の用途を廃止し、普通財産に振り替えるためには、公有財産規則第 21 条第 1

項に、所管する行政財産の用途を廃止した後の措置を文書で明らかにして、決裁を受け

なければならない、としていることと無縁ではないのではないかと考える。 

つまり、当該条文に従えば、その後の利用もしくは処分の計画が明らかとならない限

り行政財産としての利用が実質的に終わって県民の利益のために使用されなくなった

にも拘わらず、普通財産への振り替えができず、そのまま保有せざるを得ない状況を生

むといったことに繋がるのではないだろうか。 

県民総有の財産の有効活用といった観点からは、行政財産としての本来の用途が実質

的に終わった後の不用な財産の適時処分に関し、どうすることが効果的であるか検討を

してみる価値はあると思料する。【意見】 

（３）普通財産の管理について 

公有財産規則では、公有財産に関する事務の総括は、総務局長が行い（同規則第3条）、

さらに、行政財産については、当該事務又は事業を所管する室等（同規則第 4 条第 1 項）

に、普通財産については、管財室に所属させる（同第 2 項）と定めている。また、行政

財産の用途を廃止し未利用となった場合には、普通財産であることから、基本的にはこ

れを総務局管財室長に引き継がなければならない（同第 21 条第 2 項）、としている。 

  しかしながら、同第 21 条第 2 項但書で、いくつかの場合には管財室に引き継がなく

てもよいとしている。このことから、行政財産の用途を廃止し、普通財産に振り替えら

れたものであってもそれを所管する各部局等で管理しているものが多くある。これが普

通財産の管理において不徹底が起きる原因の一つとなっているとも考えられる。各所管

部局等においても県有財産であることを十分に認識し、県有財産の適正な管理事務に関
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し、積極的に関与していく姿勢が必要である。 

（４）未利用財産の処分遅延について 

  行政財産・普通財産の区分にかかわりなく、未利用財産は基本的には売却等の早期処

分が予定されているものである。しかしながらⅡ．個別詳細検討結果に記載しているよ

うに、長期に亘り未利用のまま保有しているものが多くあり、今後の処分予定計画もま

まならないものもいくつかある。 

原因は多々あるものと思えるが、土地に関して言えば、例えば、当該土地が袋地等で

客観的に見ても処分が困難と思われるもの、或いは、面積が広く価額が折り合わない等、

需給のマッチングが難しいもの等が残っていることが、未利用のまま長期保有となって

いる大きな原因の一つであると考えられる。これらは当初未利用になった時点で売却処

分等を行う際に、処分し易いところから実施していった結果とも考えられる。従って、

処分困難な部分だけが残地等となったことも理由の一つであると考えられる。未利用土

地を最初に処分をするときには、処分すべき土地の全体を考察し、何処を、どのように

して、何処から処分していくか等の配慮も望まれる。 

（５）公有財産台帳の登録誤りについて 

  件数としては多くはないが、公有財産台帳の登録誤りがあった。同台帳は三重県が公

表する資料の基礎となるものであり、その登録の正確性は当然に要求されるものである。 

  登録誤りの原因は、公有財産の所管部局にある場合もあり、総務局管財室等にある場

合もある。 

公有財産台帳のもつ意義を十分に理解し慎重に維持・管理していくことが必要である

ことは言うまでもない。予算、決算にかかる事務の重要性は当然のことであるが、財産

管理に関する事務の重要性も認識し、今まで以上により慎重に対処していただきたい。 

（６）有価証券について 

公有財産規則第 35 条に「公有財産台帳の登録事項に異動を生じた場合においては、

すみやかに当該登録事項を登録した公有財産台帳の写しに付属図面その他の関係書類

を添付して管財室長に報告しなければならない。」とあるが、減資等資金収支を伴わな

い場合の登録方法に関しては、明確にされていない。このことから、平成 15 年度中に

減資といった同じ事実が２社の出資先において起きたが、それぞれを所管する部局での

取り扱いが異なり、その結果、同じ事象にもかかわらず異なった表示で有価証券の異動

及び残高が公表されることとなった。取扱についての規定を整備し、所管部局への運用

の周知徹底などを図るべきである。 

  また、三重県が保有する有価証券の約半数は含み損を抱えている。各有価証券の取得
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等においてはそれぞれに相当の理由をもって行われたものと思われるが、より重要なの

はその後の当該出資先の状況把握と、将来の方向性の分析である。状況によっては追加

出資を要請されることもあり、また、売却等を通じて当該出資先の事業から撤退するこ

とを決断しなければならない場合もある。このような状況に適時にそして適正に対処し

ていくためには、有価証券の取得後の関わり方により積極性を持つべきである。大きな

含み損を抱える出資先の事業の将来性に疑問を持ちつつも当該株式を保有し続けるので

あれば、三重県は県民への説明責任を果たす必要が出てくるであろう。 






















